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子ども・子育て支援事業計画（教育・保育施設の需要量及び確保方策）の中間見直
しについて 

１ 子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて 

   子ども・子育て支援事業計画については、「教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な

実施を確保するための基本的な指針」（平成 26 年内閣府告示第 159 号）において、支給認

定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、認定区分に係る量の見込みと大きな差がある

場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となるとされております。こ

のため、市町村は、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、子ども・子育て支

援事業計画の見直しを行うこととなっています。 

２ 教育・保育施設の需要量及び確保方策の見直しに係る基本的な考え方と見直し案について

（1）教育・保育施設の需要量及び確保の方策の見直しに係る基本的な考え方について 

   国が示す手引きに従い、教育・保育施設の計画見直しの要否を決定します。 

  計画を見直す基準 

下記の①から③のいずれかに該当する場合に計画を見直します。 

要件 内容 見直し 

①実績と量の見込みの差 

1 号・2号、3号のそれぞれの認定を受けた子ど

もごとの実績値（3 号認定については 0 歳児と

1・2 歳児ごと。以下同じ。）が、市町村計画に

おける量の見込みよりも 10%以上の差がある場

合。（実績値／量の見込み≦90%、110%≦実績値

／量の見込みとなる場合） 

量の見込みを 

見直します 

②待機児童 

平成 29 年度末以降も引き続き受け皿の整備を

行なわなければ、待機児童の発生が見込まれる

場合。 

確保方策を 

見直します 

③目標値を超える施設整備
既に市町村計画において年度ごとに設定した

目標値を超えて整備を行った年度がある場合。

確保方策を 

見直します 

 ※国が示す手引きでは、「上記①～③に該当しない場合でも市町村の判断により、計画

を見直すことは差し支えない。」とされております。 

  また、①の 1号・2号、3号のそれぞれの認定を受けた子どもごとの実績値について、国が

示す手引きでは平成 28 年 4 月時点のものを利用するよう記載がありますが、苫小牧市では

年度末に向けて、特に 0歳児の支給認定者数（保育所等への入所申込み数）が増えることか

ら、平成 29 年 3 月の実績を利用します。 

（※確認を受けない幼稚園については園児数調査を行った平成 28 年 11 月の園児数を利用。） 
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   計画を見直す場合の量の見込みの算出方法について 

国が示す手引きに従い、教育・保育施設の量の見込みの見直しについては直近の人口か

ら平成 31 年度までの児童数を推計し、平成 29 年 3 月の 1～3 号の支給認定区分ごとに、

対象児童数に占める支給認定子ども（保育所等へ入所申込みを行った児童数）の割合（以

下「支給認定割合」という。）を乗じて算出します。また、本市では平成 29 年度から、年

収 570 万円未満の世帯の第 3子以降及び、3歳未満の年収 640 万円未満の世帯の第 2子以

降の保育料無償化を行っており、保育の需要が更に高まってきているため、必要に応じて、

現状に即した係数を乗じます。 

「推計児童数（※）」×「支給認定割合」×「係数」＝「見直し後の量の見込み（人）」 

平成28年度月別支給認定者数実績（2・3号）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

4月 112 305 362 348 364 354

5月 133 318 365 359 368 357

6月 151 327 366 362 370 358

7月 169 334 366 362 374 355

8月 189 336 370 371 378 354

9月 212 338 374 370 381 352

10月 230 354 376 374 382 354

11月 254 351 379 374 380 356

12月 275 354 381 377 383 358

1月 289 353 379 375 382 359

2月 299 351 377 374 382 360

3月 304 350 379 374 384 360

0歳 
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    （※）「推計児童数」については、計画策定当時と比較して、出生数が減少していること

とから直近の人口を基にコーホート変化率法により算出し、見直しを行います。 

計画策定当時の推計児童数 

実績 推計 伸び率 

（Ｈ25－Ｈ31）Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

0 歳 1,450 1,445 1,424 1,404 1,372 1,339 1,304 -10.1%

1-2 歳 3,015 2,971 2,929 2,903 2,862 2,810 2,745 -9.0%

3-5 歳 4,588 4,561 4,518 4,425 4,377 4,314 4,268 -7.0%

小計 9,053 8,977 8,871 8,732 8,611 8,463 8,317 -8.1%

6-8 歳 4,622 4,543 4,563 4,537 4,510 4,467 4,374 -5.4%

9-11 歳 4,816 4,754 4,591 4,583 4,505 4,525 4,500 -6.6%

合計 18,491 18,274 18,025 17,852 17,626 17,455 17,191 -7.0%

見直し後の推計児童数 

計画を見直す場合の確保方策の算出方法について 

    現状の施設の定員及び見直した量の見込みに沿って行う施設整備等に基づき確保方策

を算出することを基本とします。 

実績 推計 伸び率 

（Ｈ25－Ｈ31）Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

0 歳 1,450 1,470 1,439 1,391 1,304 1,309 1,268 -12.6%

1-2 歳 3,015 2,961 2,934 2,908 2,800 2,698 2,610 -13.4%

3-5 歳 4,588 4,597 4,551 4,475 4,435 4,319 4,252 -7.3%

小計 9,053 9,028 8,924 8,774 8,539 8,326 8,130 -10.2%

6-8 歳 4,622 4,562 4,574 4,576 4,550 4,512 4,436 -4.0%

9-11 歳 4,816 4,771 4,621 4,639 4,536 4,570 4,541 -5.7%

合計 18,491 18,361 18,119 17,989 17,625 17,408 17,107 -7.5%
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（2）教育・保育施設の需要量及び確保の方策の見直し案について 

教育・保育施設の量の見込みおよび確保の方策についての見直し案については以下のとお

りです。 
平成 27 年度（実績） 平成 28 年度（実績） 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

新設 
合計 園数 

(うち新設)
園児数

園数
(うち新設)

園児数
園数
(うち新設)

園児数
園数 
(うち新設)

園児数
園数
(うち新設)

園児数

量の見込み 
（当初の計画） 

0 歳  339 334 327 319 311

1,2 歳 845 838 826 811 792
3～5 歳 4,256 4,168 4,123 4,063 4,020
計 5,440 5,340 5,276 5,193 5,123

量の見込み 
（見直し後） 

0 歳 307 304 328 329 319
1,2 歳 714 729 756 729 705
3～5 歳 4,238 4,207 4,123 4,063 4,020
計 5,259 5,240 5,207 5,121 5,044

確
保
方
策
（
人
）

認定 
こども園 
（当初の計画）

0 歳 

4 
（2）

33

5 
（1）

42

6 
（1）

51

7 
（1）

60

8 
（1）

69

6 
1,2 歳 84 108 132 156 180

3～5 歳 358 511 664 811 958

計 475 661 847 1,027 1,207

認定 
こども園 
（見直し後）

0 歳
4 
（2）

26
5 
（1）

27
6 
（1）

33
9 
（3）

57
9 
（0）

64

7 1,2 歳 86 109 137 151 151
3～5 歳 285 370 458 915 967
計 397 506 628 1,123 1,182

保育所 
（当初の計画）

0 歳 

20 
（0）

168

20 
（0）

172

20 
（0）

176

20 
（0）

188

20 
（1）

191

0 
1,2 歳 570 570 570 570 570
3～5 歳 1,043 1,021 1,010 995 984
計 1,781 1,763 1,756 1,753 1,745

保育所 
（見直し後）

0 歳
20 
（0）

146
19 
（△1）

145
18 
（△1）

146
18 
（0）

163
18 
（0）

180

△2 1,2 歳 539 529 485 498 498
3～5 歳 942 916 915 910 882
計 1,627 1,590 1,546 1,571 1,560

小規模 
保育施設 
（当初の計画）

0 歳 
2 
（2）

12
4 
（2）

27
5 
（1）

33
6 
（1）

39
7 
（1）

45

7 1,2 歳 24 46 58 70 82
計 36 73 91 109 127

小規模 
保育施設
（見直し後）

0 歳 0 
（0）

0 0 
（0）

0 4 
（4）

21 6 
（2）

36 8 
（2）

50
8 1,2 歳 0 0 53 82 108

計 0 0 74 118 158
事業所内 
保育施設 
（当初の計画）

0 歳 
1 
（1）

6
1 
（0）

6
1 
（0）

6
1 
（0）

6
1 
（0）

6
1 1,2 歳 12 12 12 12 12

計 18 18 18 .18 18

事業所内
保育施設
（見直し後）

0 歳 0 
（0）

0 0 
（0）

0 0 
（0）

0 0 
（0）

0 1 
（1）

7
1 1,2 歳 0 0 0 0 12

計 0 0 0 0 19

新幼稚園 
（当初の計画）

3～5 歳
1 
（1）

72
1 
（0）

71
1 
（0）

70
1 
（0）

69
1 
（0）

68 1 

新幼稚園
（見直し後）

3～5 歳
1 
（1）

75
3 
（2）

211
5 
（2）

379
7 
（2）

733
7 
（0）

710 7 

幼稚園 
（私学） 
（当初の計画）

3～5 歳
17 

（△2）
2,783

16 
（△1）

2,565
15 

（△1）
2,379

14 
（△1）

2,188
13 

（△1）
2,010 △6 

幼稚園
（私学）
（見直し後）

3～5 歳
17 
（△2）

2,936
14 
（△3）

2,710
12 
（△2）

2,371
7 

（△5）
1,505

7 
（0）

1,461 △12

計 
（当初の計画）

0 歳 

45 
（4）

219

47 
（2）

247

48 
（1）

266

49 
（1）

293

50 
（1）

311

9 
1,2 歳 690 736 772 808 844

3～5 歳 4,256 4,168 4,123 4,063 4,020

計 5,165 5,151 5,161 5,164 5,175

計 
（見直し後）

0 歳
42 
（1）

172
41 
（△1）

172
45 
（4）

200
47 
（2）

256
50 
（3）

301

9 1,2 歳 625 638 675 731 769
3～5 歳 4,238 4,207 4,123 4,063 4,020
計 5,035 5,017 4,998 5,050 5,090

確保方策－ 
量の見込み 
（当初の計画）

0 歳  △120 △87 △61 △26 0
1,2 歳 △155 △102 △54 △3 52
3～5 歳 0 0 0 0 0

確保方策－ 
量の見込み 
（見直し後）

0 歳 △135 △132 △128 △73 △18
1,2 歳 △89 △91 △81 2 64
3～5 歳 △18 39 0 0 0
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 ① 1 号認定・2号認定（3～5歳）⇒確保方策の見直しを行う。 

平成 29年 3月実績 量の見込み 実績／量の見込み 計画見直し 

①実績と量の見込みの差 4,207 4,168 100.9% 
量の見込み 
見直し不要 

②待機児童 平成 29 年度末以降も待機児童は発生しない見込み
確保方策 
見直し不要 

③目標値を超える施設整備 
認定こども園、保育所、新制度幼稚園、確認を受け
ない幼稚園の施設数について変更がある見込み 

確保方策 
見直し必要

1号認定・2号認定（3～5歳） 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31 

量の見込み（人） 4,256 4,168 4,123 4,063 4,020

1 号 2,107 2,064 2,041 2,012 1,990

2 号（幼稚園、認定こども園） 1,004 983 973 958 948

 2 号（保育所等） 1,145 1,121 1,109 1,093 1,082

確保方策（人）（当初） 4,256 4,168 4,123 4,063 4,020

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 4,238 4,207 4,123 4,063 4,020
認定こども園（当初） 358 511 664 811 958

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 285 370 458 915 967
新制度幼稚園（当初） 72 71 70 69 68

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 75 211 379 733 710
保育所（当初） 1,043 1,021 1,010 995 984

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 942 916 915 910 882
確認を受けない幼稚園（当初） 2,783 2,565 2,379 2,188 2,010

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 2,936 2,710 2,371 1,505 1,461
確保方策‐量の見込み（当初） 0 0 0 0 0

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） △18 39 0 0 0

○認定こども園、保育所、新制度幼稚園、確認を受けない幼稚園の施設数に変更があるため、

確保方策の内訳のみ見直します。 

見直しのポイント

平成 30 年度～認定こども園 3園開設、新制度幼稚園 2園増、 確認を受けない幼稚園 5園減 

平成 31 年度～施設数の増減なしの見込み

1・2号認定（3～5歳）確保方策（平成 30 年度以降）
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② 3 号認定（0歳）⇒量の見込み・確保方策の見直しを行う。 

平成 29年 3月実績 量の見込み 実績／量の見込み 計画見直し 

①実績と量の見込みの差 304 334 91.0% 
量の見込み 

見直し必要（※）

②待機児童 平成 29 年度末以降も待機児童が発生する見込み
確保方策 
見直し必要

③目標値を超える施設整備 
認定こども園、保育所、小規模保育所の施設数につ
いて変更がある見込み 

確保方策 
見直し必要

3号認定（0歳） 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31 

量の見込み（人）（当初） 339 334 327 319 311

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 307 304 328 329 319
確保方策（人）（当初） 219 247 266 293 311

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 172 172 200 256 301
認定こども園（当初） 33 42 51 60 69

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 26 27 33 57 64
保育所（当初） 168 172 176 188 191

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 146 145 146 163 180
小規模保育所（当初） 12 27 33 39 45

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 0 0 21 36 50
事業所内保育所（当初） 6 6 6 6 6

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 0 0 0 0 7
確保方策‐量の見込み（当初） △120 △87 △61 △26 0

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） △135 △132 △128 △73 △18

○実績と量の見込みに 10%以上の差はないものの、年収 570 万円未満の世帯の第 3 子以降及

び、3歳未満の年収 640 万円未満の世帯の第 2子以降の保育料無償化を行っており、保育の

需要が更に高まってきているため、量の見込みを見直します。 

○平成 29 年度も待機児童が発生する見込みで、当初の計画を比較して、認定こども園、保

育所、小規模保育所の施設数に変更があるため、確保方策も見直します。 

見直しのポイント

○平成 30年度～小規模保育所 2園開設、認定こども園 1園開設 

（平成 30年度開設の他 2園の認定こども園は 3～5歳児のみの受入） 

○平成 31年度～小規模保育所 2園開設、事業所内保育所 1園開設 

○市内全域の保育所・認定こども園・小規模保育所へ、0歳児の利用定員を超過する受入を依頼。

3号認定（0歳）確保方策（平成 30 年度以降）

○平成 32年 4 月開設を目指し、小規模保育所を 3園（18人分）整備し、平成 32 年度に保育を必要

とするすべての 0歳児の受入枠を確保することを目標にします。 

平成 31年度以降の受け皿不足の対応について
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③ 3 号認定（1・2歳）⇒量の見込み・確保方策の見直しを行う。 

平成 29年 3月実績 量の見込み 実績／量の見込み 計画見直し 

①実績と量の見込みの差 729 838 87.0% 
量の見込み 
見直し必要

②待機児童 平成 29 年度末以降も待機児童が発生する見込み
確保方策 
見直し必要

③目標値を超える施設整備 
認定こども園、保育所、小規模保育所の施設数につ
いて変更がある見込み 

確保方策 
見直し必要

3号認定（1・2歳） 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31 

量の見込み（人）（当初） 845 838 826 811 792

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 714 729 756 729 705
確保方策（人）（当初） 690 736 772 808 844

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 625 638 675 731 769
認定こども園（当初） 84 108 132 156 180

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 86 109 137 151 151
保育所（当初） 570 570 570 570 570

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 539 529 485 498 498
小規模保育所（当初） 24 46 58 70 82

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 0 0 53 82 108
事業所内保育所（当初） 12 12 12 12 12

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） 0 0 0 0 12
確保方策‐量の見込み（当初） △155 △102 △54 △3 52

（見直し後 ※Ｈ 27,28 は実績） △89 △91 △81 2 64

○実績と量の見込みに 10%以上の差があるため、量の見込みを見直します。 

○平成 29 年度も待機児童が発生する見込みで、当初の計画と比較して認定こども園と保

育所、小規模保育所の施設数に変更があるため、確保方策も見直します。 

見直しのポイント

○平成 30年度～小規模保育所 2園開設、認定こども園 1園開設 

（平成 30年度開設の他 2園の認定こども園は 3～5歳児のみの受入） 

○平成 31年度～小規模保育所 2園開設、事業所内保育所 1園開設 

3号認定（1・2歳）確保方策（平成 30年度以降）


